
⑤
関自旅二第497号の2

令和4年7月 1 日

一般社団法人全国個人タクシー協会関東支部長殿

関東運輸局長

（公印省略）

「特定地域における適正と考えられる車両数について（平成27年8月

10日付け関東運輸局長公示） 」の廃止について

令和4年6月30日付けで南多摩交通圏の特定地域の指定が解除され、管内に特

定地域の指定を受けた地域がなくなることから、同日付をもって平成27年8月1

0日付け公示「特定地域における適正と考えられる車両数について」を廃止するの

で了知されたい。
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平成27年8月10日

一般 社団法人全国個人タク シー協会関東支部長殿
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関 東運

特定地域における適正と考えられる車両数について
β

標記について、

周知されたい。
申

別添のとおり公示したので了知されるとともに、傘下会員に対し



公 示

特定地域における適正と考えられる車両数について

「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法」（平成２１年法律第６４号）における特定地域

の適正と考えられる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下

記のとおり公示する。

なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成２７年８月１０日

関東運輸局長 濱 勝俊

記

別添のとおりとする。

附則（平成２８年７月１５日 一部改正）

１ 本公示は、平成２８年７月１５日 から適用する。

附則（平成３１年４月１１日 一部改正）

１ 本公示は、平成３１年４月１１日 から適用する。

附則（令和２年４月１日 一部改正）

１ 本公示は、令和２年４月１日 から適用する。



１．法人タクシー

上限 下限

東京都 南 多 摩 交 通 圏 1,214 1,057 1,240 2.1 14.8

２．個人タクシー

上限 下限

東京都 南 多 摩 交 通 圏 264 230 269 1.9 14.5

（別添）

特定地域における適正車両数

※「法人タクシー」とは、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第２条第１項に定める一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除
く。）である。

※上記「特定地域指定日現在の車両数」については、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第２条第９項に定める事業用自動車（１人１車制個人
タクシーを除く。）の数である。

都道
府県

営業区域
（交通圏）

適正車両数（両） 特定地域指定
日現在の車両

数
*1

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数（上限）との乖離率

（％）

※上記「特定地域指定日現在の車両数」については、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第２条第９項に定める事業用自動車（１人１車制個人
タクシーに限る。）の数である。

※「個人タクシー」とは、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第２条第１項に定める一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーに限
る。）である。

都道
府県

営業区域
（交通圏）

*1 ・・・・・東京都南多摩交通圏の特定地域指定日は平成２８年７月１日

適正車両数（両） 特定地域指定
日現在の車両

数
*1

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数（上限）との乖離率

（％）

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数（下限）との乖離率

（％）

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数（下限）との乖離率

（％）



１．算定方法

　①法人タクシー

　　輸送需要量 ÷ （平均総走行キロ × 平成１３年度実車率 ÷ 平均延実働車両数） ÷ 365 ÷ 実働率

　②個人タクシー

２．適正車両数の算定基礎数値

（法人タクシー）

一般タクシー

上限値*4 下限値*4

東京都 南 多 摩 36,582,853 0.98 0.49 394,727 0.80 0.92

※その他ハイヤー（道路運送法施行規則第四条第八項第三号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示（平成２
６年国土交通省告示第５９号）第２号に規定するハイヤーをいう。以下同じ。）がある営業区域にあっては、算定した一般タクシー
（タクシー特措法第２条第９項に定める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの。以下同じ。）の必要車
両数と平成２６年１月２７日現在の一般タクシーの車両数の乖離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し、これを一般タ
クシーの必要車両数に加えて算定したものである。

 　　　　　実働率の「下限値」は90％又は平成13年度値のいずれか高い数値

 　　　　　乖離率の「下限」は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成２６年１月２７日現在の車両数の乖離率

*3・・・・・「平均延実働車両数」は、平成22年度から平成26年度における延実働車両数の平均値

*4・・・・・実働率の「上限値」は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値

*5・・・・・乖離率の「上限」は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成２６年１月２７日現在の車両数の乖離率

*1・・・・・「平均対前年度比率」は、平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

※「平均対前年度比率」、「平成13年度実車率」及び「実働率」の数値は、小数点第３位で四捨五入して記載しているため、必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

80,469,862

*2・・・・・「平均総走行キロ」は、平成22年度から平成26年度における総走行キロの平均値

（別紙）

都道
府県

営業区域
（交通圏）

輸送需要量の算定

平成25年度
総実車キロ

（京浜交通圏以
外は平成26年

平均対前
年度比率*1

平成13年
度実車率

平均延実働
車両数*3

適正車両数の算定

実働率
平均総走行キロ

*2

　　個人タクシー（１人１車制個人タクシーに限る）の適正車両数は、特定地域指定日現在の法人タクシーの車両数と上記算定
 方法により算定した法人タクシーの適正車両数の上限値及び下限値それぞれの乖離率を用いて算定したものである。
　（小数点以下切り上げ）



(傍線の部分は改正部分）

改正 現行

公
一

7F

特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における特定地域の適正と考えられ
る車両数（以下「適正車両数」 という｡）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年8月10日

別添のとおりとする。

附則（平成28年7月15日一部改正）

記

関東運輸局長濱 勝俊

1 本公示は、平成28年7月15日から適用する。

附則（平成31年4月11日 一部改正）
1 本公示は、平成31年4月11日から適用する。

附則（令和2年4月1日一部改正）
~T－…~苓和~画~鞆一丁一百一がら適用する。

公
一

7]く

特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における特定地域の適正と考えられ
る車両数（以下「適正車両数」 という｡）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年8月10日

別添のとおりとする。

附則（平成28年7月15日一部改正）

記

関東運輸局長濱 勝俊

1 本公示は、平成28年7月15日 から適用する。

附則（平成31年4月11日 一部改正）
1 本公示は、平成31年4月11日から適用する。

－1－

令和2年4月1日一部改正
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1．法人タクシー 1．法人タクシー

菅零霊 襄騨調
東京都南多摩交通圏 1214 1057 1240
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タクシーを除く。）の数である。

改正 現行

適正車両数(両）

上限 下限

東京都 南多摩交通圏 1,214 1,057 1,240 2.1 14．8

都道
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数(両）

上限 下限

特定地域指定
日現在の車両

数
判

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(上限)との乖離率

(％）

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(下限)との乖離率

(％）

東京都 南多摩交通圏 264 230 269 1.9 14．5

都道
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数(両）

上限 下限

特定地域指定

日現在の車両
数
*1

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(上限)との乖離率

(％）

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(下限)との乖離率

(％）

東京都 南多摩交通圏 264 230 269 1.9 14．5

千葉県 哀茎立通園

皇蔓交通圏

壬茎室通園

358
－

80
－

212
－

317
－

71
－

189
－

372
－

87
－

266
－

3．8
－

8．0
－

20.3

里二且

18．4
－

28.9
-

埼玉県 県南中央在通圏 120
－

107
－

126
－

4．8
－

15．1
－

－2－

令和2年4月1日一部改正



※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第'項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(,人,車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

*l…･･東京都南多摩交彌圏 司東葛交通圏、眉京葉交通隆 交涌唐
*1 ・…･東京都南多摩交通圏の特定地域指定日は平成28年7月1日

史ひ栃木県宇』呂久通匿 の特定地域指定日は平成28年7月1日

栃木県 宇都宮交通圏 47
－

42
－

61
－

23．0
－

31．1
－

－3－

令和2年4月1日一部改正
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②その他ハイヤー

改正 現行

輸送需要趾の算定 適正車両数の算定

平成25年度

総実車キロ

(京浜交通圏以
外は平成26年

平均対前

年度比率*1

平均縫走
＊2

行キロ 平成13年
度実車率

平均延実働
車両数*3

実働率

上限値*4 下限値本4

東京都 南多摩 36,582,853 0．98 80,469,862 0.49 394,727 0．80 0．92

迩
腿
》
麺

適正車両数の算定

一
一

乖離率

上限*5 下限*月

千葉県 泉▲ 茎

重塾

王茎

9
■■■■

’
一

2R
－

0．04
－

0．10
－

0．21
－

0．15
1■■■■■■■■■■■■■

0．20
－

0．29
－

埼玉県 呈直虫坐 17 0.09
-

0．19
－

－4－

令和2年4月1日一部改正



※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は・致しないことがある。

※｢平均対前年度比率｣、 「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は・致しないことがある。

*1.…･｢平均対前年度比率｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2．.…｢平均総走行キロ｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロの平均値

*3．.…｢平均延実働車両数｣は､平成22年度から平成26年度における延実働車両数の平均値

*l…．｡｢平均対前年度比率｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

（京浜交通圏以外は､平成21年度から平成26年度）

*2.…･｢平均総走行キﾛ｣は､平成21年度から平成25年度における総走行キロの平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*3．．…｢平均延実働車両数｣は､平成21年度から平成25年度における延実働車両数の平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*4…･･実働率の｢上限値｣は80%又は平成13年度値のいずれか低い数値

実働率の｢下限値｣は90％又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5…･･乖離率の｢上限｣は一般タクシーの適正卓両数の上限値と平成26年1月27日現在の卓両数の乖離率

乖雛率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

*4．…･実働率の｢上限値｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値

実働率の｢下限値｣は90％又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5…･･乖離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

乖離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

－5－

令和2年4月1日一部改正



改正 現行

示 公 示公

特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における特定地域の適正と考えられ
る車両数（以下「適正車両数」 という｡）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関す~る特別措置法（平成21年法律第64号）における特定地域の適正と考えられ
る車両数（以下「適正車両数」 という。）を算定したので下記のとおり公示する。
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年8月10日 平成27年8月10日

関東運輸局長濱 ‐勝俊関東運輸局長濱 勝俊

記 記

別添のとおりとする。 別添のとおりとする。

附則（平成28年7月15日
1 本公示は、平成28年7月

附則（平成3 1年4月l l l=
1 本公示は、平成31年4月

附則（平成28年7月15日 一部改正）
1 本公示は、平成28年7月15日 から適用する。

一部改正）
15日 から適用する。

一部改止）
11E から適用する。

(傍線の部分は改正部分）

－1－

平成31年4月11日一部改正



口
(別添）(別添）

3 l上里nIjl甥 司’七里_､呵翻

1．法人タクシー 1．法人タクシー

襄 詞

羽旅客自動車運送事業の適正化及
室諏供事挙(1人1重制個人タクシ、

一｣とは、特定地域及び準糯

寺別措置法第2条第1項に荷
一般乗用旅客目動車連送事業の適正化及

専自動車運送事業･(1人1車制個人タクシ、

く。）である。 く。）である。

予定地域及び準栢

有2条篭9項に市b

ﾖ定日現在の車両数｣については、特定地域及び準鵯

化及び活件ｲﾋに閨する特別措置法笛2条第9項に定I
罐
鞠
《

刀迄旦両密 芽目勇

個人

特疋

事業0
．か膣，の翻

’
千葉県

改正 現行

適正車両数(両）

上限 下限

東京都 南多摩交通圏 1,214 1，057 1,240 2.1 14．8

千葉県 京葉交通圏

東葛交通圏

千葉交通圏

1,453

996

1，085

1,287

885

964

1,514

1,087

1,363

4.0

8．4

20．4

15．0

18．6

29．3

埼玉県 県南中央交通圏 2，399 2,132 2,524 5.0 15．5

栃木県 宇都宮交通圏 643 571 844 23．8 32．3

都道
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数(両）

上限 下限

特定地域指定
日現在の車両

数
判

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(上限)との乖離率

(％）

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(下限)との乖離率

(％）

東京都 南多摩交通圏 264 230 269 1.9 14．5

千葉県 京葉交通圏

東葛交通圏

千葉交通圏

358

80

212

317

71

189

372

87

266

3.8

8.0

20.3

14．8

18．4

28．9

都道
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数(両）

上限 下限

特定地域指定
日現在の車両

数
*1

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(上限)との乖離率

(％）

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両
数(下限)との乖離率

(％）

東京都 南多摩交通圏 264 230 269 1．9 14．5

神奈川県 京浜交通圏 . 1,980 1,710 2,139 7.4 20.1

京葉交通圏 358 317 372 3.8 14．8

東葛交通圏 80 71 87 8．0 18．4

－2－

平成31年4月11日一部改正



’

※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第'項に定める一般乗用旅客自動車運送事業('人'車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

*1 .…･神奈ﾉl l県京浜交通圏の特定地域指定日は平成27年8月1日

東京都南多摩交通圏､千葉県京葉交通圏、同東葛交通圏、同千葉交通圏､埼玉県県南中央交通圏
及び栃木県宇都宮交通圏の特定地域指定日は平成28年7月1日

*l…･･東京都南多摩交通圏､千葉県京葉交通圏、同東蔑交通圏､同千葉交通圏､埼玉県県南中央交通圏
及び栃木県宇都宮交通圏の特定地域指定日は平成28年7月1日

埼玉県 県南中央交通圏 120 107 126 4.8 15．1

栃木県 宇都宮交通圏 47 42 61 23．0 31．1

千葉交通圏 212 189 266 20.3 28.9

埼玉県 県南中央交通圏 120 107 126 4.8 15．1

栃木県 宇都宮交通圏 47 42 61 23．0 31．1

－3－

平成31年4月11日一部改正



’ ！ 口
(別紙）

①法人タクシー

姿鍾÷（平均総司

､イヤー(道路運送
E通省告示第59号
寺措法第2条第9項
倍‘〕査崔1口、ワロ垣一

･ 365÷実1吻率

圏大臣が定めるE
区域にあっては、
/－を除いたもの
"一の必要車両淵

叉13年度実車率÷平均辿実11

四条第八項第三号の規定に基・
するハイヤーをいう｡以下同じ｡ ）
羽自動車からその他ハイヤー及
の室両教の乖離率奔用いて子0

向致）÷365÷実1効率

国土交通大臣が定める｜
ある営業区域にあっては
固人タクシーを除いたも’
,ハイヤーの必要車両数＃

号1刷耳聖I山j錘ノ

藍づき国士

｡）がある営
及び個人夕
r~子のｲﾙ】ノ、．

二f･｣;ﾘﾎもｽE1J己ヤ旧

童路運送法施行
第59号)第2号
条第9項に定め
7日現在の一般：
二加えて憧津1-オ

眼''第四条第八項第三号0

二規定するハイヤーをいう。
>事業用自動車からその他
1タクシーの車両数の乖離2
P＆､f7､了毒かス

豆める告示(平

=た一般タクシ
'同1．． 1の』以亜

没ク
1〃〕

‐
一
定

上
の
意

卯
個

卵
個引琿=秤0 向数は、将定地域指定日現在の法人タクシーの車

6ぴ下限ｲ直子れ亭れの乖離率房用いて筧市1‐た｡*､0

ン－にI収Oﾉの〕国止早I

圃正車両数の上限値及
クンーの早

窟市しか#､0

ダクンーにl坂心ﾉの週」

の滴正車両数の上脈

31上.mLnIn薮リノ輿XF濁槌4餓弼

(法人タクシー） (法人タクシー）

②そ0 のそり

’
千葉県

改正 現行

輸送需要量の算定 適正車両数の算定

平成25年度
総実車キロ

(京浜交通圏以
外は平成26年

平均対前
年度比率*1

平均総走行キロ
*2 ．

平成13年
度実車率

平均延実働

車両数*3

実働率

上限値*4 下限値*4

東京都 南多摩 36,582,853 0．98 80,469,862 0.49 394,727 0.80 0．92

千葉県 京葉

東葛

千葉

38，411，134

25,216,893

22,423,412

0．99

0．98

0.97

85,359,762

56,796,767

56,023,269

0．49

0.49

0．44

467,286

325,602

350,066

0．80

0.80

0．80

0．90

0．90

0．90

埼玉県 県南中央 54,510,155 0．99 119,539,940 0.48 739，011 0．80 0．90

栃木県 宇都宮 14,029,333 0.99 30,828,025 0．51 214,645 0．80 0．90

都道
府県

営業区域
(交通圏）

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在の

その他ハイヤー車両数

乖離率

上限*5 下限*5

千葉県 京葉

東葛

千葉

9

1

28

0.04

0．10

0．21

0．15

0．20

0．29

都道
府県

営業区域

(交通圏）

適正車両数の算定

平成26年1月27日現在の
その他ハイヤー車両数

乖離率

上限*5 下限*5

神奈川県 京浜 40 0.10 0.22

京葉 9 0．04 0．15

東葛 1 0.10 0．20

－4－

平成31年4月11日一部改正



’

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

※｢平均対前年度比率｣、 「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記載しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1．．…｢平均対前年度比率｣は､平成21年度から平成26年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2.…･｢平均総走行キロ｣は､平成22年度から平成26年度における総走行キロの平均値

*3． .…｢平均延実働車両数｣は､平成22年度から平成26年度における延実働車両数の平均値

*4．.…実働率の｢上限値｣は80%又は平成13年度値のいずれか低い数値

実働率の｢下限値｣は90%又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5．.…乖離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

乖離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

*l…．｡｢平均対前年度比率｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

（京浜交通圏以外は､平成21年度から平成26年度）

*2．.…｢平均総走行キロ｣は､平成21年度から平成25年度における総走行キロの平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*3.…･｢平均延実働車両数｣は､平成21年度から平成25年度における延実働車両数の平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*4…･･実働率の｢上限値｣は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値

実働率の｢下限値｣は90%又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5．･…乖離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

乖離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の乖離率

埼玉県 県南中央 17 0.09 0．19 千葉 28
1

0．21 0.29

埼玉県 県南中央 17 0.09 0.19

－5－

平成31年4月11日一部改正



改正

公
一

7]で

特定地域における適正と考えられる車両数につい了

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活'性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における特定地域の適正と考えられ
る車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記のとおり公示する‘

なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成27年8月10E

関東運輸局長涜勝俊

記

別添のとおりとする‘

附貝II(平成28年7月15日一部改正）
1－末蚕宗7王一軍茂~画~§~牢~ﾃー 頁~'一百一百一示ら適用する。

現行

公 7]言

特定地域における適正と考えられる車両数につい了

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化
に関する特別措置法（平成21年法律第64号）における特定地域の適正と考えられ
る車両数（以下「適正車両数」と↓ 詞

ノ 0 ）を算定したので下記のとおり公示するく
なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである《

平成27年8月10E

関東運輸局長涜勝俊

記

別添のとおりとする。

(傍線の部分は改正部分）

－1－

平成28年7月15日付一部改正



改正

(別添）

特定地域における適正車両数

1．法人タクシー

※｢法人タクシー｣とは､特定地域及び雛特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
‘性化に関する特別招:置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーを勝
く。）である

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自重
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
ククシーを除く。）の数である‘

2.個人タクシー

都進

府県

東京者’

神奈川県

千葉児

埼玉呪

栃木腺

営業区域

(交通圏

南多摩交通膳

京浜交通匿

京葉交通腿

東葛交通医

千 葉 交通圏

県南中央交通圏

宇都宮交通瞳

適正車両数(両I

上肱 下限

264 230

1,980 1,71(

358 317

8C 71

212 189

l2C 107

47 42

特定地域指定
日現在の車而

数
＊1

269

2，139

372

87

266

126

61

特定地域指定日現在

の車両数と適正車両

数(上限)との派離葬
(％

1.9

7.4

3.8

8.0

20．3

4.8

23．0

特定地域指定日現在
の車両数と適正車両

数(下限)との北離率
(％）

14．5

20．

14．8

18．4

28．9

15．1

31．1

1．法人タクシー

厩T悪冒
神奈川県

一

尿 浜交通圏

現行

(別添

特定地域における適正車｢I職

蕊函燕蕊厩騨
適正車両数(両）

上限 F服

6,37（ 5,509 6,894 7.（ 20.1

※｢法人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
‘性化に関する特別措置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーを除
く。）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人タ
クシーを|衆く°）の数であるく

2.個人タクシー

都道

府県

神奈川県

営業区域

(交通圏）

京浜交通膳

適正車両数(両）

上附 下|眼

1,98C 1,71C

特定地域指定

日現在の車両

数
＊1

2．139

特定地域指定日現在

の車両数と適正車而

数(上限)との北離率
(％

7.4

特定地域指定日現在

の車両数と適正車両

数(下限)との派離率
(‘",）

20.：

－2－

平成28年7月15日付一部改正



※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
性化に関する特別措置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業(1人1車制個人タクシーに限
る｡）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人
タクシーに限る｡）の数である。

*l…･･神奈ﾉII県京浜交通圏の特定地域指定日は平成27年8月1日
東京都南多摩交通圏、千葉県京葉交通圏、同東葛交通圏、同千葉交通圏､埼玉県県南中央交通圏
及び栃木県宇都宮交通圏の特定地域指定日は平成28年7月1日

※｢個人タクシー｣とは､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活
'性化に関する特別措置法第2条第1項に定める一般乗用旅客自動車運送事業('人'車制個人タクシーに限
る。）である。

※上記｢特定地域指定日現在の車両数｣については､特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動
車運送事業の適正化及び活‘性化に関する特別措置法第2条第9項に定める事業用自動車(1人1車制個人タ
クシーに限る｡）の数である。

*l…･･神奈jII県京浜交通圏の特定地域指定日は平成27年8月1日
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改正

(別紙

1．算定方法

①法人タクシー

輸送需要量÷（平均総走行キロ×平成13年度実車率÷平均延実働車両数）÷365÷実働率

※その他ﾉ､イヤー(道路運送法施行規則第四条第八項第三号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示(平成2
6年国土交通省告示第59号)第2号に規定するハイヤーをいう｡以下同じ｡）がある営業区域にあっては､算定した一般タクシー
(タクシー特措法第2条第9項に定める事業用自動車からその他ﾉ､イヤー及び個人タクシーを除いたもの。以下同じ｡）の必要車
両数と平成26年1月27日現在の一般タクシーの車両数の雅離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し､これを一般タ
クシーの必要車両数に加えて算定したものである。

②個人タクシー

個人タクシー(1人1車制個人タクシーに限る)の適正車両数は､特定地域指定日現在の法人タクシーの車両数と上記算定
方法により算定した法人タクシーの適正車両数の上限値及び下限値それぞれの乗離率を用いて算定したものである
(小数点以下切り上げ

2.適正車両数の算定基礎数値

(法人タクシー）

①一般タクシー

m<('ttwm

東京都 南多犀

神奈ﾉ||県 京沙

千葉県 京算

東窟

千勢

埼玉県 県 南中 央

栃木県 宇都宮

②その他ﾉ､イヤー

輸送禰要IiIの算定

，ド戒25年膜

総実''1キに 平均対'11

(京浜交辿|忍I以 年度比率＊

外は平成26年

36,582,85； ().98

176,946,411 0．97

38，411，134 0．99

25，216，89； 0．98

22,423,411 0．97

54，510，151 0．99

14,029,33； 0．99

平均総ﾉl喜行キに
*2

80，469，861

460,079,06

R｛ 159，762

56，796，76

56,023,26’

119,539,940

30，828，02

迩正I|卵11数の伽t

平成l3fW
度実I|野

0.4〔

0.44

0.4〔

0．41

0.4‘

0.4（

0.5

平均延実側

IlZ両数＊

394,727

2,201,51〔

467,28（

325，602

35(),06（

739,011

214,645

災{j帳

_'二眼値*‘ 下限仙*4

().81 ().92

0．81 0．93

0．81 0．90

0．81 0．90

0．81 0．90

0．81 0．90

0．81 0．90

現行
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※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記戦しているため、必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1.．…｢平均対前年度比率jは､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

（京浜交通I図以外は､平成21年度から平成26年度）

:I:2.…･｢平均総走行キpjは､平成21年度から平成25年度における総走行キロの平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

*3…．．｢平均延実伽車両数｣は､平成21年度から平成25年度における延実働車両数の平均値

（京浜交通圏以外は､平成22年度から平成26年度）

:I:4.．…実働率の｢上限値｣は80%又は平成13年度値のい寸喜れか低い数値

実働率の｢下限値｣は90％又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5.…･飛離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛雌率

飛離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛雌率

※｢平均対前年度比率｣、「平成13年度実車率｣及び｢実働率｣の数値は､小数点第3位で四捨五入して記戦しているため､必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

*1．．…｢平均対前年度比率｣は､平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

*2.．…｢平均総走行キロ｣は､平成21年度から平成25年度における総走行キロの平均値

*3．…･｢平均延実働車両数｣は､平成21年度から平成25年度における延実側車両数の平均値

*4.．…実働率の｢上限値｣は80%又は平成13年度値のい寸翼れか低い数値

実働率の｢下限値｣は90％又は平成13年度値のいずれか高い数値

*5．…･飛離率の｢上限｣は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成26年1月27日現在の車両数の飛離率

荘離率の｢下限｣は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成26年1月27日現在の車両数の誰離率
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